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2025年度の業績は、売上高が5兆150億円(前期比
5.5％増)、営業利益が4,149億円(同3.3％増)、経常
利益が4,081億円(同11.4％増)、親会社株主に帰属す
る当期純利益が2,752億円(同4.0％増)となりました。

世界各地で需要が停滞する中、インフレによるコスト
アップ、米国の追加関税、地政学リスクの高まりなどの
マイナス要因が重なり、厳しい事業環境が続きました。
このような中、アプライド空調や業務用空調など需要が

堅調な分野での販売拡大をはかりました。住宅用空調
においても、米国では環境プレミアム商品『Fit（フィット）』
のシェアを伸ばすとともに、国内や欧州でも高付加価値
商品の販売を拡大しました。また、米国の関税措置の
影響に対しては、各地で戦略的売価施策やコストダウン
など重点施策を徹底し、マイナス影響を吸収しました。

これらの結果、売上高は初めて5兆円を突破、営業
利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益の
すべてで過去最高を更新しました。

「FUSION30」スタートの年
稼ぐ力を再強化しさらなる業績拡大をめざす
_ �2026年度の業績見通しについてはいかがで

しょうか

株主のみなさまへ

重点施策の徹底で
厳しい事業環境のマイナス影響を最小化
売上高は初めて5兆円を突破、
営業利益も過去最高を更新
_ �2025年度の業績について教えてください

「FUSION30」がスタート
収益力・資本効率を高め、持続的成長をめざす

事業環境の厳しさが増す中、過去最高業績を更新

代表取締役社長兼COO 竹 中 直 文

株主のみなさまにおかれましては、日頃より当社の事業、経営に対する
ご理解をたまわり、心よりお礼を申しあげます。
厳しい事業環境が続く中、当社はグローバル一丸となり販売拡大・シェ

アアップをはじめとした重点施策を過去にないレベルで実行し、成果創出に
努めてまいりました。
以下、足元の経営状況と今後の展望についてご報告いたします。
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2026年度の計画は、売上高は5兆1,500億円（前
期比2.7％増）、営業利益は4,360億円（同5.1％増）、
経常利益は4,140億円（同1.4％増）、親会社株主に
帰属する当期純利益は2,780億円（同1.0％増）とし
ました。

需要回復の遅れ、中東情勢の悪化、米国での追加関
税など、事業環境は不透明な状況が続くものと想定し
ていますが、そのような中でも、競争力・収益力の強
化に向けた施策をグローバルで推進することで増収増
益を達成し、利益率の向上をはかっていきます。

中東情勢の影響については、中東地域での事業の停
滞や部材価格・物流費の高騰など、顕在化している影
響は計画に織り込んでいます。同時に、予測困難な情
勢でもあることから、短期収束から中長期化まで複数の
シナリオを想定し、エネルギー費高騰に対応した省エネ
機器やシステムの提案強化、安定供給を続けるための
代替部材の探索や調達ルートの見直し、コストダウンの
上積みなど、状況に応じて柔軟かつ迅速に手を打つこ
とで影響を極小化する構えです。

北米の住宅用ユニタリー市場では、住宅金利の高止
まりや24年度の冷媒の切り替えにともなう駆け込み需
要の反動の影響を受け、厳しい環境が続きましたが、
自前の販売店網を通じて既存顧客の取り戻しや新冷媒
R32・インバータ搭載の環境プレミアム商品『Fit』を
軸とした差別化商品の営業強化に取り組んだことで25
年度はシェアを挽回することができました。販売店網の

_ �空調事業の主な地域の概況と今後の展開に
ついて教えてください

強化により市場での競争力は確実に高まっており、引き
続きR32搭載機の優位性を流通に浸透させることで、
26年度以降も販売拡大・シェアアップをはかっていきま
す。『Fit』についても、新規の販売店開発や販売店支
援をさらに強化するとともに、メキシコへの生産移管な
どによりコスト力を向上させることで、一層の販売拡大
と収益力強化をはかります。

北米のアプライド事業では、データセンター分野の好
調な需要を捉えた販売拡大だけでなく、メキシコ新工場
と米国内の既存工場の生産能力をいかした販売拡大、
買収企業を活用したソリューション事業の強化に取り組
んだことで、今後の事業基盤構築が着実に進展してい
ます。26年度はグローバルでのデータセンター市場攻
略に向けて、北米に新たな中核組織を設立し戦略機能
の強化をはかることで、需要拡大を捉えたさらなる事業
成長に取り組みます。また、これまで買収してきたアラ
イアンスエアー社、DDCS社、チルダイン社などの冷却
技術や商材を取り込み、データセンター向けトータルソ
リューションの提供を進めます。

中国では、不動産不況の影響で厳しい事業環境が続
く中、ユーザーダイレクトの販売に資源を集中し、高付
加価値商品の販売、ソリューション事業の強化、コスト
ダウンの取り組みによって、高い収益性を維持していま
す。また、センサーから取得したデータを活用し、空
調・換気・ヒートポンプ床暖房・空気質センサー・気流
などをコントロールして生活シーンごとに最適な空気を
提供するシステムなど、新たな空気価値を提供し、他
社との差別化をはかっています。26年度も新築にリ
フォーム・中古を加えた住宅市場に注力し、ソリュー
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す。この方針に基づき、2025年度決算では最高業績
を更新したことも踏まえ、当期の期末配当金は現公表か
ら10円増額の175円、中間配当金とあわせた年間では
340円とする予定です。今後とも、当社経営をご支援
いただいている株主のみなさまに報いていきたいと考え
ています。

株主のみなさまには、一層のご支援をたまわりますよ
う心よりお願い申しあげます。

ションの強化をはかることで引き続き高い収益性を維持
していきます。

アジア・オセアニアでは、25年度は各国で販売店開
発や消費者への販促強化に取り組んできました。26年
度は、インドでは1月に新たに施行された省エネ基準に
対応した新商品を投入し販売拡大をはかります。アセア
ン地域でも営業力の強化に加えて富裕層や若年層の
ニーズに対応した商品開発と高付加価値商品の販売戦
略を展開していきます。

新たな戦略経営計画「FUSION30（フュージョン・
サーティ）」を5月に公表しました。「FUSION30」では
めざす姿を「『環境と空気の新たな価値』を提供し、世
界で選ばれ続ける高収益なサステナブル企業」と定め、
事業拡大と環境社会への貢献の両立に取り組んでいき
ます。とりわけ当社が最優先で取り組む課題は、稼ぐ
力の再強化です。2025年度実績および2026年度計
画は、この課題への取り組みを具体的に示すものとなっ
ています。中間年度となる2028年度の目標として、営
業利益率10%、ROE12％を掲げ、これまで以上に利
益率・資本効率にフォーカスした事業運営を行います。
あわせて、北米事業の体質強化の徹底とともに、インド
をはじめとする次の成長市場を取り込むための積極的な
投資も実行していきます。

株主還元の拡充もはかっていきます。株主のみなさま
への還元につきましては、これまでの配当実績を踏ま
え、配当性向の水準を意識しつつ、安定性を重視しな
がら継続的な増配の実現に努めることを基本方針としま

_ �新たな戦略経営計画もスタートしました

（ https://www.daikin.co.jp/investor/management/strategy ）

戦略経営計画「FUSION30」の詳細は当社ウェブ 
サイトに掲載しています。ぜひご覧ください。
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ガスや情報通信分野向けフッ素樹脂など比較的需要が堅調な
領域で販売拡大に努めましたが、半導体・自動車分野での需
要回復遅れによる高収益商品の販売減少の影響が大きく、増
収減益となりました。

2.2%セグメント別構成比5.6%セグメント別構成比

92.2%セグメント別構成比

空調・冷凍機事 業

化学事 業 その他事 業

米国や中国の住宅市場の需要減少、アジアでの景気低迷と
天候不順の影響を受ける中、アプライドや業務用空調など需
要が好調な事業で販売を拡大。高付加価値商品の販売拡大
やコストダウンなどにも取り組み、増収増益となりました。

油機事業では国内や米国で産業機械用油圧機器の販売を拡
大、特機事業でも医療用酸素濃縮装置などの受注が増加し、
増収増益となりました。
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株主のみなさまへの還元につきましては、これまでの配当実
績を踏まえ、配当性向の水準を意識しつつ、安定性を重視
しながら継続的な増配の実現に努めることを基本方針として
おります。当期の配当金は、対前年10円増配の340円（中
間配当金165円、期末配当金175円）とさせていただきた
いと存じます。

配 当 について

150
100

350

250
300

200

50
0

（円）
■ 中間配当　■ 期末配当　■ 記念配当

240240

第120期

330330

第122期

250250

第121期

165

175

340340

第123期

売上高

親会社株主に帰属する当期純利益

重点施策を徹底的に実行しながら、好調な地域や成長分野を見
極めた施策展開で販売を拡大したことなどにより、厳しい事業
環境下においても、売上高は過去最高を達成しました。

高付加価値商品の投入や戦略的売価施策、コストダウンの推進
など、収益重視の事業運営をより一層徹底し、営業利益が拡大
したことから、親会社株主に帰属する当期純利益は過去最高を
更新しました。
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連結貸借対照表（要約） （百万円）

第122期末
（2025年3月31日）

第123期末
（2026年3月31日） 増減額

流 動 資 産 2,853,654 3,262,880 409,226
固 定 資 産 2,279,761 2,546,359 266,598
流 動 負 債 1,543,047 1,688,870 145,822
固 定 負 債 723,675 803,831 80,156
純 資 産 2,866,693 3,316,538 449,845
総 資 産 5,133,416 5,809,240 675,824

連結損益計算書（要約） （百万円）

第122期
（2024年4月1日～ 
  2025年3月31日）

第123期
（2025年4月1日～ 
  2026年3月31日）

増減額

売 上 高 4,752,335 5,015,036 262,701
営 業 利 益 401,669 414,991 13,322
経 常 利 益 366,446 408,171 41,725
親会社株主に帰属する当期純利益 264,757 275,229 10,471
1株当たり当期純利益（円） 904.27 939.92 35.65

連結キャッシュ・フロー計算書（要約） （百万円）

第122期
（2024年4月1日～ 
  2025年3月31日）

第123期
（2025年4月1日～ 
  2026年3月31日）

増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー 514,450 465,848 △   48,602
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 337,406 △ 322,239 15,167
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 153,468 △ 156,378 △     2,909
現金及び現金同等物の期末残高 658,105 706,523 48,418

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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当社子会社のダイキン アプライド アメリカズ社（以下、DAA）は、米国
ミネソタ州の同社本社敷地内に新たな試験設備を建設します。施設全体
の完成および稼働開始は2027年を予定しています。

AIの普及などを背景に急拡大するデータセンター市場では、高密度環
境に対応した高度な冷却技術が求められています。新たな設備では、大
規模データセンターの過酷な運転条件を再現することが可能で、ここで
の実証実験を通じて、特殊な環境下でも冷却要件を満たす次世代冷却技
術の開発を加速させます。

DAAではデータセンター向けの冷却技術や商品力を強化するため、ア
ライアンスエアー社（2023年）、DDCS社（2025年）、チルダイン社（2025年）の買収を行ってきました。今回の新たな試験設
備の導入はこれら戦略的買収を補完するものであり、データセンター向けソリューションの一層の強化をはかっていきます。

当社は、子会社のダイキンベトナム社を通じ、ビルマネジメントシステム
の設計・施工等に強みをもつベトナムのシステムインテグレーターであるア
ングエン社を買収することで基本合意しました。買収手続きは関係当局の
承認を得て、2026年度第1四半期に完了予定です。

ベトナムでは、急速な経済発展やカーボンニュートラルの推進を背景に、工
場、ホテル、商業施設などでのエネルギー管理・効率化に対するニーズが高
まっています。ダイキンはこれまで空調機器の販売に加え、省エネ運用や保守・
メンテナンスなどのソリューション提案を強化してきました。ここにアングエン
社のもつ技術力と顧客基盤を加え、空調機器単体だけでなく建物全体の管理・制御まであわせて一体提案できる体制を強化するこ
とで、より高度なエネルギー制御をともなう付加価値の高いサービスを提供し、ベトナム市場での事業成長を加速させていきます。

データセンター等の空調開発強化に向け
米国子会社で最先端の開発試験設備を建設

TOPICS GLOBAL

ベトナムにおけるソリューション事業強化に向け 
アングエン社の買収に基本合意

TOPICS GLOBAL

試験設備棟の完成イメージ

調印式の様子
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工場や倉庫、整備場、体育館など大空間における暑熱対策向けの新製品『マルチジェッ
ト』を2026年4月に発売しました。

猛暑の深刻化や労働環境改善のニーズを背景に、業務用空調には熱中症対策や省エ
ネ、安全性への対応が求められています。このような中、現在発売されている大空間向けの
空調機は設置場所や連携できる室外機に制約があり、十分な風量の確保に加え、設置方法
の柔軟性が求められていました。本商品は当社独自の整流板により気流の拡散を抑え、
20m先まで空調の風を届けることが可能です。また、天吊・壁掛・床置の各設置方式に対応
し、ビル用マルチエアコン「VRV ７」や店舗・オフィスエアコン「machi（マチ）マルチ」など複数
機種の室外機と組み合わせることができるため、多様な設置条件に柔軟に対応できます。

ダイキンはこれからもお客様のニーズに寄り添いながら、現場の課題解決につながる空
調ソリューションを提供していきます。

2025年度グッドデザイン賞を受賞
TOPICS PR

受賞製品の詳細やダイキンのデザイン活動についてはウェブサイト「DAIKIN design」にも掲載しています。
ぜひご覧ください。( https://www.daikin.co.jp/design )

大空間向け空調機『マルチジェット』を新発売
TOPICS 製品

欧州向け「ワイヤードリモコン」 休憩所「氷のクールスポット」 東南アジア向け家庭用小売事業ブランド「AIR CREATOR」

当社の欧州向け「ワイヤードリモコン」、大阪・関西万博の休憩所「氷のクールスポット」、東南アジア向け
家庭用小売事業ブランド「AIR CREATOR」の３製品が、「2025年度グッドデザイン賞」を受賞しました。

言語や文化が違う人でも簡単に操作できるリモコン、自然エネルギーと氷蓄熱技術をいかした涼し
さ体験を提供する休憩所、多様な住環境に溶け込む空調デザイン、いずれも「空気で答えを出す会
社」ならではの発想とデザインが国際的に高く評価されたものです。

ダイキンはこれからも新たな価値創出をめざし、デザインで空気の可能性を広げていきます。
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取 締 役 代表取締役会長 兼 CEO 十 　 河 　 政 　 則
代表取締役社長 兼 COO 竹 中 直 文
社外取締役 川 　 田 　 達 　 男

牧 　 野 　 明 　 次
鳥 　 井 　 信 　 吾
新 　 居 　 勇 　 子

取締役 兼 副社長執行役員 髙 橋 孝 一
取締役 兼 執行役員 森 　 圭 子
取締役 兼 専務専任役員 カンワル・ジート・ジャワ

監 査 役 社外監査役 北 　 本 　 佳 永 子
高 槻 　 史
鵜 川 　 淳

監査役（常勤） 植 　 松 　 弘 　 成
多 　 森 　 久 　 夫

執行役員 名誉会長
グローバルグループ代表執行役員 井 　 上 　 礼 　 之
副社長執行役員 松 崎 　 隆
専務執行役員 舩 　 田 　 　 　 聡

田 　 山 　 理 　 和
常務執行役員 澤 井 克 行

森 本 　 勉
米 田 裕 二
佐 治 正 規
足 田 紀 雄
平 賀 義 之
森 田 重 樹
宮 住 光 太
竹 内 牧 男
丸 岡 秀 樹
香 川 謙 吉

相談役執行役員 山 　 田 　 　 　 靖
執行役員 神 　 野 　 仁 　 志

村 井 　 哲
上 原 章 司
大 森 淳 一
河 原 克 己
植 田 博 昭
三 浦 克 哉
松 葉 謙 治
水 口 知 洋
羽 東 公 一
長 谷 川 　 　 　 功
宮 武 正 明
石 井 克 典
任 　 草 琴

会社の概要 （2026年3月31日現在） 役員の状況 （2026年3月31日現在）

商 号 ダイキン工業株式会社

英 文 表 示 DAIKIN INDUSTRIES, LTD.

創 業 1924年10月25日

設 立 1934年 2 月11日

資 本 金 85,032,436,655円

主要な事業所

本 社 大阪市北区

支 社 東京都中央区

海外事務所 
 
 
 

ニューヨーク事務所 
ワシントンD.C.事務所 
北京事務所 
広州事務所 
北米R&Dセンター

製 作 所 
 
 
 

堺製作所金岡工場（堺市北区） 
堺製作所臨海工場（堺市西区） 
淀川製作所（大阪府摂津市） 
滋賀製作所（滋賀県草津市） 
鹿島製作所（茨城県神栖市）
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株式の状況 （2026年3月31日現在） 株主メモ

発行可能株式総数 500,000,000株
発行済株式の総数 293,113,973株
株 主 数 77,009名

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年6月

基 準 日 定時株主総会　3月31日
期末配当金　　3月31日
中間配当金　　9月30日

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法 電子公告とし、当社ウェブサイト
（ https://www.daikin.co.jp/e-koukoku ）
に掲載いたします。
ただし、事故その他やむを得ない事由
が生じた場合は、日本経済新聞に掲載
いたします。

上場証券取引所 東京証券取引所

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

【各種お問合せ先】 〒541-8502 
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　
大阪証券代行部

〈テレホンセンター〉
0120-094-777（通話料無料）

【受付時間　9:00～17:00
（土、日、祝祭日、年末年始を除く）】
よくあるお問合せは下記のウェブサイト
からもご確認いただけます。 
https://www.tr.mufg.jp/daikou/

株式の所有者別分布
個人・その他
74,310名
17,773千株
（6.1%）

金融機関
155名
117,821千株
（40.2%）

外国法人等
1,214名
135,898千株
（46.3%）

その他の法人
1,252名
16,097千株
（5.5%）

金融商品取引業者
78名
5,521千株
（1.9%）

大株主

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 53,982 18.4
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 21,511 7.3
ステート ストリート バンク アンド トラスト 
カンパニー 505001 11,039 3.8

エリオット インターナショナル エルピー 8,828 3.0
ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドンエ
スイーシーエス レンディング オムニバス アカウント 7,493 2.6

株式会社三井住友銀行 7,000 2.4
ステート ストリート バンク アンド トラスト 
カンパニー 505103 5,627 1.9

ジェーピー モルガン チェース バンク 385781 4,013 1.4
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 3,811 1.3
ステート ストリート バンク アンド トラスト 
カンパニー 505223 3,652 1.2

（注）	1.	持株比率は小数点第2位を四捨五入して表示しています。
	 2.	持株比率は自己株式（267千株）を控除して計算しています。
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環境に配慮した
植物油インキを
使用しています。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

〒530-0001　
大阪市北区梅田一丁目13番1号 
大阪梅田ツインタワーズ・サウス
TEL（06）6147-3321
URL  https://www.daikin.co.jp

ダイキン工業株式会社

010_0352601302606.indd   1010_0352601302606.indd   1 2026/05/22   10:33:312026/05/22   10:33:31


